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普通預金（無利息型普通預金を含む）、納税準備預金、貯蓄預金共通規定 

 

１.（解約等） 

（１）普通預金(無利息型普通預金を含む)、納税準備預金、貯蓄預金(以下これらを「この

預金」といいます｡)を解約する場合には、通帳および届出の印章を持参のうえ、当店に

て申出てください。 

（２）前項の解約手続きに加え、この預金の解約を受けることについて正当な権限を有す

ることを確認するため当金庫所定の本人確認資料の提示等の手続きを求めることがあ

ります。なお、個人である預金者本人による手続きの場合に限り、当金庫が認めたと

きは、届出の印章の押印を受けず本人の署名をもってこれに替えることができます。 

（３）次の各号の一にでも該当した場合には、当金庫はこの預金取引を停止し、または預

金者に通知するなどにより、この預金口座を解約することができるものとします。な

お、通知により解約する場合、到達のいかんにかかわらず、当金庫が解約の通知を届

出のあった氏名、住所にあてて発信した時に解約されたものとします。 

①この預金口座の名義人が存在しないことが明らかになった場合または預金口座の名 

義人の意思によらずに開設されたことが明らかになった場合 

②この預金の預金者が後記「普通預金（決済用普通預金を含む）、納税準備預金、貯蓄 

預金、通知預金共通規定」第５条第１項に違反した場合 

③この預金がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、経済制裁関係法令等に抵触す 

る取引に利用され、またはそのおそれがあると合理的に認められる場合 

④この預金が法令や公序良俗に反する行為に利用され、またはそのおそれがあるとみ 

とめられる場合 

（４）この預金が、当金庫が定める一定の期間預金者による利用がなく、かつ残高が一定

の金額を超えることがない場合には、当金庫はこの預金取引を停止し、または預金者

に通知することによりこの預金口座を解約することができるものとします。また、法

令に基づく場合にも同様にできるものとします。 

（５）前３項により、この預金口座が解約され残高がある場合、またはこの預金取引が停

止されその解除を求める場合には、通帳を持参のうえ、当店に申出てください。この

場合、当金庫は相当の期間をおき、必要な書類等の提出または保証人を求めることが

あります。 

２.（通知等） 

届出のあった氏名、住所にあてて当金庫が通知または送付書類を発送した場合には、

延着しまたは到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

３.（規定の変更等） 

（１）この規定の各条項その他条件は、金融情勢その他諸般の状況の変化その他相当の事

由があると認められる場合には、店頭表示、ホームページその他相当の方法で変更内



 

 

2 

 

容及び変更日を公表することにより、変更できるものとします。 

（２）前項（１）の変更は、公表の際に定める相当の期間を経過した日から適用されるも

のとします。 

以 上 


